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1 は じ め に

現在アジアではほとんど例外なしに経済皿先が経済

計画の問題として取り上げられている｡計画というの

は,小目でいえば,将来の見通しをたてたうえでの政
策決定であろう｡一般には,5年くらいの中期計画が

考えられるが,最近の傾向は,インドで perspective

planning と呼ばれているような15年から25年といっ

た長期の見通しを背景に中期 ･短期の政策をも考える

ようになってきた｡

それと同時に,計画作成の方法についてもいろいろ
と細かい点で経済分析の武器が使われるようになって

きた｡1950年代の始めには,主として-ロッドやドマ

ールの名に結びつくような,資本を中心的な戦略的変

数とした総体的な経済闘発のモデルから抜け出すこと

は少なかったが,これに対して今では補完的な要素と

か,構造的な関係がもっと突込んで取り上げられるよ

うになった｡

たとえば今度のインドの第4次5ケ姑汁画では,と

くに輸入需要と産業構造との関係をつきとめて,貿易

バランスを予測するために,産業連関分析が真正面か

ら適用された｡またビルマでは,1962年春に新政権が

できてから弗2次4カ年計画が御破算になり,新たに

ソ連の計画方式にのっとって,産業別をこえて細かく

各llr'吊JH別に没入産出JJ係故をほじきりル たうえで計画を

作成しようとする傾向が出てきている｡したがって,

経済計画の従来の実損を批判検討する場合にも,この

ような経済計画の仕出の変化を念頭におかなければな

らない｡

2 アジア経済の過去の成長実練

アジア経済の将来について考案する前にその過去の

浩

あろうが,-応 U)目安としては,国艮所得もしくは国

艮総工L塵のタームで定屋的にとらえるのがてっとり早

い｡

アジアの後進地域,つまり蜘よイランから東はニュ

ージーランドにいたるいわゆるECAFE地域から日本

,オーストラリア,ニュージーランドという3つの比

較的先進地域を除いた地域について考えるのだ が,

1950年代の経済発展の実績は国連の計算では年率4.2

%となっている｡しかし,捌鮮動乱の例外的な年をの

ぞいて,比較的正常状態に戻った1953年からの成長 ト

レンドを見ると,年率 3.8%ぐらいであったと推測で

きる｡年成長率 3.8%というと,過去ながい問の世界

経済の成長から見ると粧当に速く,特にアジアの後進

地域の過去の足とりに比べると極めて速い成長ぶりと

いわねばならないO

歴史的に近代経済は3%の年率で成長してきた,と

いうカリセルの3%仮説が普遍の定理であるかのよう

に受けとられた時代もあったOまた,ケインズでさえ

ち,人u1人あたりのuJ室で考えて年率1%以上の経

済成長は人変困難な調盛に産山することになるから,

小突上考えられないと主張した時代もあった｡もちろ

んいまでは先進国 ･後進国とも,1人あたり生産で年

率 1%の増加というのではとても満足できないという

のが,現在の世界の考え方だ｡こういう過去の鏡にて

らして,アジア後進地域の年率3.8%という経済成長

率がけっして低いものでないことは明らかである｡

3 経済予測の方法

それでは,アジア経済の将来の伸び二万をどういうふ

うに考えたらよいか｡

経済予測には,ある種の経済モデルを考えて,その

モデルに過去のデータを入れてみる,そして意味のあ

黒横をふりかえってみよう｡この易合,若卜の問題は る関係が.'uてきた場合にはそれを将来に伸ばすという
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JJ'法があるoもうひとつには,たとえば現在インドの

第 4次5が!:A,Lj'佃i,パキスタンの第3次5が 7--計画の

ように,まず政治的考慮などから,ひとつの計画目標

を与えて, それから用発することも考えられるoイン

ドの場合,197()年代なかばには年率7%の成長を目標

とし, そのうえ,外国援助はゼロとする条件を与えて

いるが,このように最初にひとつの目標を与えて,そ

れから必要な政策を導き出すというやり方である｡

-),ジアの発展を客観的に考え,･アジア諸国の描け亡の

亜托汗卜を検討しようとする立場からしても,単純に過

去の傾向をそのまま将来に伸はg-a)ではイく卜分であろ

う｡後進地域は今やほとんど例外なく過去 と絶 縁 し

て,新しい成長の道を探求しようとしているからだ｡

また過去の傾向をそのまま待ちつづけるのでは,計画

にもとづいた闇発政策そのものが意味をなさない｡

といって,逆に計画当1.滴ミやるように,ひとつの目

標を与えるだけでその実現購 帥仁を十分に検討してみ

ないのでは,これまた将来の経済成長の1滴巨性を客観

的につかむことにはならない｡経済には政策的な意志

だけでは簡制こ変隼できないような構造的な関係があ

るO計両当局が考えているような経済政策の目標とい

うものを 卜分に考慮しながらも,構造的な関係が許す

抱囲で政策(n功黒を考え,そのうえでよりノ実際的な成

良,j)可能性を導き目す,というのがわれわれの方法で

ある〔

たとえ(Lf,国際収 文vf)-)'ンバランスという大きなHiり

鉦封′トが将来どういう形をとるかを考える傷合にも,

輸入代持政策を強力に推進することによ-,て輸入依存

度を減少させる可能作を考えなければならないが,そ

のような政策的な操作の可能J｢′吊こも客観的に経済 的,

まい幅があるということも考 慮しなければならない｡

4 アジア経済の成長可能性

こV)ようにしてえたilJCAFEV)放三J'-:によ一｣て､-)'ジ

I)I(立進経済の今 後の成長の速さを見ると,だいたい,
卜根が中畑与.9%,上根が年率4.7ク♭,最も確かそうな

ところが4.1-4.2%という程度である｡つまり,この

程度のスピ- ドならアジア経済はさほど無理なく成長

できるだろうというのが,われわれの結論であった｡

いろいろの要請から見て,このくらいの経済成長率で

は不満足といわざるをえない｡国連は196O'L‖tを闘発

の1日が ド (DevelopmerltDecade)と規定したのだ

が,その目標として,197()年ごろまでにはすべてとは

いわぬまでも大多数の後進国が年率5籍の経済成長を

とげることを掲げていることを見ても,この4.1-4.2

%というのは確かに小さすぎる｡

それならば,先進国や他の後進地域と比較したらど

うであろうか｡先進国の場合,たとえばOECDが10カ

年の閲に50%の経済成長を目標としていることは周知

の通りであるが,これは年率約4.2%に粧当するO世

界の先進LiilL批･/tの経済の半分くらいを占めるアメリカ

やイギリスなどが過去と同様の問題に虚血しっづける

とすると,この目標机本の実現もむつかしいだろうし,

それから見るとアジアの後進地域の方が成長が通いと

もいえるだろう｡他の後進地域では,ラテン･アメリ

カがアジアより成長が速いと思われるけれども,7プ

リカはアジアに及ばないOソ連圏では.まだ西側先進

国より高い成長率を保っているが,ここでも最近低 卜

傾向が目立っている｡これらから見ると,アジアの皿
発可能性は世界的規模から見て決して低くはなく,棉

当高く評価してよい｡それをもってしてもなお,開発

1()カ年の控え目な目標5%に及ばないということは,

アジアにとっては大きな問題であるにらがいない｡

5 人 口 の 圧 力

-),シ-)･U津f*にと-,て最大の障害は人口V)増加率が

標_;I:_,て高いということであろう0196両 J･Jjアジ~ノ′湊

進地域の 1人あたりの国艮総生産は8Oドル見当で,世

異でも最も貧しい地域であることを示している∩ーノ′プ

リカの1人あたり所得でもこれよりはるかに高い｡そ

J)うえ,人目増加率がラテン･アメリカに次いで高い

(年率2.4先,)Oそうすると,国艮総ilJ,111まではむしろ先

進国のそれをうわまわるほどの成長をとげながら, 1

人あたりの生産増加率,あるいは所得増加率ではアジ

-)'が世界で最も低いということにもなりかねない,

1人あたり所得という概念は用発経済学では最近新

しく見出されてきている｡たとえば,後進匡肋 政策モ

デルでは,限界貯蓄性向,つまり新たに追加された所

得のうちどれだけの部分が貯蓄されるかの割合が,最

も重要なパラメーターとなっているが,これも総体と

しての大きさではなしに,人口1人あたりの基礎にな

おして考えないと,最低生存水準に近い所得水準をも

つ後進国の経済行動の型は正しくとらえられない｡
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そこで経済成長の問題も,人L】増加率と1人あたりの

所得増加率とに分けて分析することが絶対に必要にな

ってくる｡これは厚生経済等の立場からも欠くことの
1)

できないひとつの視点であろう｡

1人あたりの所得あるいは消費は現在でもアジアが

世界で最も低いが,予測される人口増加率 を考 える

と,将来にわたって他の地域との格差はますます広が

っていくだろうOこれはアジア諸国にとって決して好

ましい見通しではない｡われわれの計算では,さきの

80ドルという1人あたりの所得レベルが1980年になっ

ても112ドルをこえないだろうし, 1人あたりの消費

では196()年の69ドルが1980年になっても95ドルになる

程度であろう｡つまり入日増加の圧力に強烈に悩まさ
れるというのが将来のアジアの姿なのである｡

6 農 業 の 停 滞

アジア経済の発展をおくらせている具体的な問題は

農業部門の停滞件である｡国民経済の中で農業の比重

が大きいほど農業の成長が経済全体の成長を規定する

皮.合が強いのは明らかであるが, FAOによればさき

の牌発10カ年の目標年率5%を達成するには,4-4.5

%の農業の成長が必要だという｡しかるに,われわれ

の計測によるとアジア農業はせいぜい2.9-3%の成

長しか望みえない｡これがアジア経済の成長にとって

非常に大きな制約条件になるように思われる｡

しかも,このアジア農業の停滞性の問題で特に注意

をひくのが食糧関係である｡戦前はアジアは食糧の輸

['i'.地域だったが戦後は純輸入地域に変ってきている｡

もし従来の農業/i産のテンポが維持されるとすると,

1960年の梨物不足が300万 トンだったのに,1980年に

は1800万 トンにも上りかねないOかりに各国の経済計

画にもられた農業政策の目標が達成されると仮定して

さえも,197(埼:･になってもアジア諸国の穀物本足はな

くならず,ようやく1980年に近づいて始めて戯物の需

要と供給がマッチすることになる｡

OECDの事務局長クリステンセン教授らの行なった
只)

1980年までの世界経済の予測では,アジア地域は198O

年には,純内国生産 (netdomesticproduct)の約5

%にあたる100億ドルの穀物輸入を必要とするとされ

ている｡もちろんこれには戦前の停滞性が将来に投影

されるとの前提条件があって,今日ではこのまま同意

できるものと思われないが,われわれの計算でも7O-

第3巻 弟3号

80億 ドルという穀物輸入は見込まなければならない｡

もともと農業国として発展してきたアジア諸国が穀物

輸入のために貴重な外貨をこれだけ使わねばならない

とすれば,これは決してそのまま許容できる展望では

ない｡

したがって,アジアでは農業の開発に大きな努力が

注がれるべきであるし,また事実注がれている｡しか

し農業朋党 ･農業生産増加の制約条件は何か｡まず第

ではない｡耕地の限界にぶつかって新土地のj凋拓 ･清三

概を行なうにも巨人な資本投資が必要であるし,大き

なダムを作ったとしてもその水を農業経営の末端にま

で及ぼすだけの補足的投資が行なわれなければ意味が

ない｡串実インドのパンジャブ州のダムの調査は,末

端にまで水をもっていく設備ができていないことが生

産増加の大きな制約条件になっていることをしめして

いる｡

次に,肥料の使用量の問題がある｡アジア地域では

肥料の使用量の高い地域は日本をのぞいて台湾と韓国

であって,とくにインドは格段に低い｡さらに,肥料

の有効な使用には適当な水のコントロールが必要であ

る｡水はもちろん少なすぎてもいけないが,タイの場

合のように多すぎても困る｡

その他多くの問題があるけれども,昨年のFAOのマ

ニラ会議では,農民のひとりひとりが与えられた経済

機会にどのように反応するかという人間の行動の問題

に鼓後は帰着するのではないか,という議論が圧倒的

こ嶺)ゝっ+I,こ二二tjまき勺･'HjTj寛的条件が強く浮

(1) 例えば,JohnC.H.Fei: "PerCapitaCon-
sumptionandGrowth",TheQuarterlyJour-

ndofEconomics,Vol･LXXIX,No.1,February
1965･この概念を外国移動の問題に適用したもの

に,John C･H.FeiandDouglasS.Paauw:

"ForeignAssistanceand Self-help:A Re-
appraisalofDevelopmentFinanceH,mime0 -

graphed,December1963,NationalPlanning

Association,Washington,D.C.

(2) cf.ThorkilKristensenandAssociates･.The

EconomicWorldBalance.Copenhaegen,Am-
sterdam,1960.

ここでは戦前のアジアの停滞性がそのまま変らな

いものとして議論が進められているので,たとえ

ばpercapitaincomeの増加も年0.7%とかなり
低い数字になっている｡
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かぴあが-〕てきているO

先ごろウェリントンで聞かれた ECAFEの総会に

おいても,アジア農業の停滞性をいかに打破するかと

いう点に議論が脹申された｡この際にも,日本の農業

面での抜術援助に期待する芦がつよかった｡しかし,

注目すべき車実は,たとえば,インドの場合,ひとつの

狭い地域に総合的な没入の増加をはか る "Package

deal''とよばれる実験がさほど効果をあげていないの

みならず,かりにひとつの地域で1LJ_,li'=･Iが増加しても隣

の農場では何の影響もみられないという結果が見られ

期待されたほどの波及効果がなか-,たことである｡こ

こにも刊より人肌の要点が人きな役割を果たしている

ように思われる0

7 工業化の方向

経済構造が経済成長とともに変化していくことはい

うまでもないが,同時に,経済構造の変化こそ経済成

長の条件であるとも考えられるOこの意味で,アジア

各国ともほとんど例外なく工業化の線をたどっている

ことは当然のことであろう｡

しかし,その工業化の政策がどこまで経済の成長の

テンポをひきあげられるかは国によって異っている｡

たとえは 工業の基礎を育成する血に重点をおいてい

るインドでは,工業の成長は/Ll:率8多という相当に高

い類字を′｣くしながら,全体の経済成長をひきあけるの

には少しも役立っていない0--刀,パキス タ ンの場

合,鞘 2次 5カ年計画の評価では,組織化された近代
的工業部FHjの成長率の高さが全体の経済成長の速度を

大l幅こひきあげていることにほぼまちがいはない｡こ

の秘密は多分,この部門の限界貯蓄佃 F']｣が極 めて 高

く,利潤が同じ部門に再投資される傾向が強いので,

経済全休としての根界的な貯蓄率が比較的高くなると

いうことであろう｡

さて,各国ともが指向する工業化の緑が実際に数字

Vjうえで196O-18O年のITlJの経済構造の変化にどうあら

われるかを推測してみよう｡われわれの計測では,

1960年代に農業を含めた第1次部門の比重が47%くら

いだったものが1980年には36%にさがる｡第2次産業

の比重は16%から24%に年率6.4%で上昇するだろう｡

第 3次部門は,国艮総丑産より少し速い桂皮 (比重は

37-8%から40%くらいに)で伸びるだろう,という

結果がえられたのである｡

8 外国貿易の見通し

Lfi･情 の聞題から次に外国貿易の聞題に考 察 を 移そ

う｡ECAFEで2年前に,アジア後進地域の輸.■11の8()

%をしめる重要輸出品目について,おもな市場の輸入

需 要の蝉力性などから予測を行なった結果,アジア地

域の輸出は年率 1.5-3.2%の成長しか遁成しえないと

結論したことがある｡このうち3.2%というのは製造

品の輸出成長が従来の第 1次産品の輸出成長の2倍と

なる場合を仮定した数字であるから,実際にはおそら

くニ3%u卜としか考えられないであろう｡これは極め
て暗い見通しである｡車実,196(項:一代初めの3-4年

では輸出はこ37C/以上は伸びていない.

国連の貿易開発会議に出された国連本部 の研究 洩
!1-･,それに基づくプレヒソシュ報告によると,年率5

艶で経済が成長するためには, それをうわまわる6.5

殆程度の輸入増加,したがって同じ程度の輸出成長が

なければならないとしているし,闇発1()が 1･-の報告書

でも数字はあげていないがhr引藻の結論を導いている,

それから考えると,年率3%の輸出成長ではアジア諸

L副ま非常な困難に直面するといわねばならない｡もち

ろん,輸入代替政策を強力に推進すれば輸出の成長が

もっと低くてもすむが,輸入代替政策には経済的に一

定の限界があることを忘れてはならない｡

いま,従来の所得と輸入増加との関係を基 腔 に し

て,この程度の輸LLLi成長を仮定すれば,貿易収支のバ

ランスはどうなるかというと,ECAFEの推測は次の

ような数字をしめしている｡アジア地域 の輸 出は,

196()年が76億 ドル,極めて梨観的な条件の も とで は

1980年に180億ドルになろう｡一方, 輸入の方は1960

年に92億 ドルだったものが1980年には260億にのぴる

と予想される｡そのうち170億 ドルは製造品の輸入で

あるOしたがって,貿易収支の赤′昌ま1960年に16億 ド
ルだったものが1980年には80億 ドルにふえることにな

る｡大変な牧羊である｡

その解決策としては,外国援助をふやすか,輸出を

ふやすか,輸入をへらすかの3つしかない｡われわれ

の試みた結論では,1958年ごろまで増加していた外国

援助は近年停滞気味で,これを大幅にふやす見通しは

たてられないが,1970年代には年聞約35億 ドルの外国

援助が見込まれると想定する｡これによって,貿易外

収支の赤字10億 ドルを含めた90億 ドルの経常収支の亦

--1O5-
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字のうち,40%がうめられるであろう｡残り60%のう

ち30億 ドルを輸入代替政策の強化で,25億 ドルを今ま

での予想にもりこまれていた製造品の輸出増加を上ま

わる輸出増加でうめなければならない｡これが,もし

アジア諸国が5%の経済成長をとげようとすれば国際

貿易面で行なわなければならない調整の帖である｡

9 当 面 の 問 題

以上のような経済予測をふまえて,現在アジア諸国

の直面すべき問題は何かOたしかに貯蓄の少ないこと

が第-の問題だが,同時に特に生産増加をうながすた

めには資本産出係数に現れる資本の効率を高める問題

がある｡これについて最近とくにやかましく聞題にな

っているのが教育とか,技穐訓練とかの血である｡教

育の経済効果を測定するのに生産函数の考え方が適用

される場合が多い｡ 与 えられた資本と労働の伸びと計

算されたそのLL産性に比べて実際の生産増加がそれを

うわまわる場合,資本と労働の成長で説明されない部

分を残余のファクター (residualfactor)として技術

進歩の度合とか教育効果の反映と解釈するのである｡

このような測定方法の前提そのものにも人いに疑問

がもたれるけれども,日本の場合,19()5-1935年の経

済成長が年平均4%として,多分この残余のファクタ

ーが2%くらいになるし,巌近の高成長率ではおそら

く4%くらいに高まっているだろう｡したがって教育

の効果,技術の進歩が非′削こ大きな成長要因になって

いるといえよう｡

しかし,アジアの後進国の麟合,資本の蓄積と労働

力の増加を考えて割 り出しても,この残余のファクタ

ーが1%をこえることはないと思われる｡これは今ま

でアジアの後進地域では抜術変化の効果が低かったこ

とを示すものであろう｡それならば逆に,今後教育支

出をふやすとかその他の方法で技術改善をはかるなら

は,経済成長ももっと高めるTl･JL能性もあるという議論

も成りたつであろう｡最近ティンバーゲンなどがとく

に注意している問題もこの点にある｡

かつては資本が最も重要なファクターだと考えられ

ていたが,現在では資本のほかにもこのように他のい

ろいろな要素が開発の関連でとりあげられるようにな

ってきたo貯蓄率の低さということがいわれるが,こ

れも単に所得の水準に依存するのではなくて,経済構

造そのものに規定される血がつよいということを見な

第 3巻 第 3号

ければならない｡最近のよい例がパキスタンである｡

ここでは組織的な近代工業部門の比重がふえるにつれ

て,経済全体の動きが自然に支配される度合が低くな

っており,第 1次5カ年計画の時代とくらべると第2

次計l醐与代の成長は比較的なだらかな線をたどってい

る｡こうして計画当局者も,安定した経済成長のため

にはどのような経済構造を指向しなければならないか

ということを考えるようになってきた｡

一方,外国貿易の血では,輸山と輸入需要とがとて

もマッチしないという人きな制約条件がある｡後進国

はいまこの問題を鮒汰しないと先に一歩も進めないと

ころまで追いつめられているが,これはひとり後進国

だけが自力で解決できるものではなく,世界経済全体

の規模において考えなければならない問題でもあるの

だ｡

ティンバーゲンの_主張のひとつに次のような考えが
3)

ある｡~世界経済の安定成長のためには,一国の場合と

同じように,ひとつの国際的な経済政策といったもの

が必要である｡そのためには,一国の計画当局に相当

する仕車を国連が行なうべきだ｡各国政府 ･地域委員

会 ･国連本部の3者のあいだに情報と意志の伝達をス

ムーズに行なったうえで,国連本部が世界的規模での

経済予測を行ない,これを世界経済計画にまで発展さ

せることがのぞましい,というのである｡

こういう考えが今の世界でただちに実現できるとは

Jt艮われないが,この意味で,昨年ジュネ-ブで聞かれ

た貿易闇発会言義のもつ意義は極めて大きい｡ジュネー

ブ会議の人きな成黒は,75(あるいは77)カ国の後進

国がひとつ7)共通の止場を確立したこと, 他 方 に は

OECD という先進国の共通の立場があって, そ の2

つの皿に有効な対話をおこないうる湯ができたという

ことではなかろうか｡皿題がまだ多くのこされている

とはいえ,後進性はミそこまで成熟してきたことを高く

評価したいのである｡

10 経済予測と計画当局の期待とのギャップ

最後に各国の経済H-座卓当局の目標設延 ･経済政策と

われわれの予測とのギャップにふれたい｡

アジア各国の計画当局者の描くアジアの将来の姿を

集計してみると,かれらの目標によるならば,アジア

(3)cf.JamTinbergen:ShapingtheWorldEco-
numy,New York,196二三.
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経折は年率6%以上 (正確にいうと6.4%)で成 長す

ることになる｡もちろんちがった前提のもとで作成さ

れた各国の計画の具体的な数字をそのまま集計するこ

とは方法論的に問題があるけれども,かりにこの数字
をみとが)ることにしようOそしてこ(n野心的な目標を

逐成するためにはどのような条件がみたされなければ

ならないかその条件を検討してみたい｡

訂両で前根される資本係数は二王.コとい/)低い数Ji･二に

なっているoRJ一際にはインドの最近の順向で は A～

4･5とふLこL-'んでいるのだが, 計 画､侶7)は曽木係数 を

低目に見精もる誘惑に勝てない｡この場合fi.∠1勉の成

196()1F･の13.40tから198(け｢:･の24%にあがらなければな

らないという計刑 こなるOこれだけの投資率を達成す

ること,つまur耶く総/卜種に対する投賢の割合,をこれ

ほどまでにふやすことがはたしてどこまで頂策的に可

能であろうか｡

外国授助をrIr侶こふやし得るのなら話は別だが,逮

にインド,パキスタンでは1975年には外国接助をゼロ

にするという目枠をおいている｡したがって,｣侶 ul大

きな部分を刷勺の貯蓄でまかなうことになる｡具佃′YJ
には現在1().7‰ほどの国内貯蓄率がLt州01日二はココ.詔,,

にあがられはならない〔/)まりこU〕L'(畔 日用二眼弊貯蓄

率が27矧 こものほらオMまならないことになる｡アジア

の所得水準を考えると,いかにもこれはきびしい条件

である｡

また,輸出は年率5%以上の成長が目標となってい

るOパキスタンの場合は6%であって,これは主に新

しい市場,とくに利可大陸,束ヨ-ロッパ の苗 場 を

よりどころとしている｡これまで西側と.LLItわれていた

パキスタンの経済計画が貿易の面で,政治的には反対

陣営と見られる地域との交流に依存するという甘美は

約 7.6%に下げるということをも考えられている｡196日

隼の平均輸入件向が 1100'だったから,限界のタ-ムで

7.60b'に下げることは,相当に強力な輸入代持,+i,意識的

におこなうという含みがあると研釈せねばなるまい〔

こ,7)ように,裾 t,J-1の計画当局苦の期待とわれわれの

予測との｢制二はかなりのへだたりがある｡もし計両当

局(I)考え通りアジアの経i和則発が進F)はこれにこした

ことはないが,現実にはなかなかそうはi())くまい｡か

i)にもしこれらの目標が実現されるとすれば その必

須条件として,新しい経析政策の出発点がどこかに与

えられなければならないだろう∩われわれには不幸に

してまだその確証がつかU)ていない｡しかし,アジア

V)将来も結局は,この将来を切りひらいて粗く人肌(I)

意志と政策失行の賢明さに依存する∩このような野心

的な計両をもち得るということ､そこに-弓束の望みを

託したいのである｢

- 1=丁一･


